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不確実な時代に求められる企業経営
～ビジネス・オブ・エクスペリエンスの必要性

アップデートされる社会システム

新型コロナウィルス（COVID-19）の流
行は、消費者・社会システム変化の時計
の針を大きく進めた。以下に、主な変容
について簡単に触れたい。

デジタル化の一層の加速

まず、チャネルやタッチポイントのデジ
タル化と、それによる顧客体験（CX; 

Customer Experience）向上が大きく進
展した。加えて、企業がこれまでに推進
してきた業務プロセスデジタル化（DX; 

Digital Transformation）も、エントリー
業務の変化によって、より一層に加速す
ることが想定される。一方、全ての企業
がある意味で強制的にCX/DXに取組んだ
結果として、似通った顧客タッチポイン
トが飽和する中では、それだけで自らを
差別化できなくなりつつあるのもまた事
実である。企業には次の一手が必要な
のだ。

規制緩和の進展

これまで、場合によっては既得権益に守
られていた領域においてもリモート・デ
ジタル化に向けた規制緩和は進むものと
考える。金融業界においても、保険と医
療の領域での新たな機会に注視すべきで
あり、また、現物書類を前提とした業務
プロセスを見直す時機とも言える。

業界・バリューチェーンの融合

デジタル化・規制緩和の進展により、
異業種からの金融業参入、金融機関に
よる異業種との連携は今後も続く。銀行
業 に お け るA P I の オ ー プ ン 化 、B a a S

（Banking as a Service）提供、顧客接
点を持つ企業タッチポイントに組み込ま
れる保険（Embedded Insurance）など
がそれらの例になる。こうした動きは、
金融機関が「機能」ではなく、「体験」
「価値」を提供するエコシステムの一員
になりつつあることを意味する。

求められる持続的成長

温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）
やCOVID-19などの人類としての課題・
危機に直面していること、従来のCX/DX

を越える企業としての社会的意義問い直
しの気運が高まっていることなどを受
け、気候変動をはじめ「持続的な成長」
を新たなフロンティアとした、国家主導
で巨額の投資を伴う主導権争いが始まっ
ている。これまで不経済であった領域に
資本が動く以上、金融機関を含む全ての
企業にとって重要な論点となる。

「変化」に向き合う企業経営

消費者・社会変化の著しい不確実な時代
において、その変化に向き合い、勝ち残
るために、企業が意識すべきポイントに
ついて考察したい。

全ての企業において、顧客・消費者・社会
のみがプロフィットの源泉である。業務・

新型コロナウィルス（COVID-19）の流行など、消費者・社会システムは大
きく変容しつつあり、もちろん金融業界もその例には漏れない。

変化の著しい時代において、金融機関は改めて、顧客・消費者・社会に向き
合う経営のあり方を模索する必要がある。

企業が、自社のパーパス（存在意義）を核に据えて、顧客に向き合いなが
ら、全社ファンクションをアジリティを持ちつつ変革することを弊社ではエ
クスペリエンス経営（BX; Business of Experience）と呼び、不確実な時代
を生き残るための指針として提唱している。

本稿では、BXのコンセプトとともに、実現に向けた要諦についても考察する。木原　久明
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システムなどはアセットであると同時に
コストでもある。ゆえに全てのビジネス
は、必ず顧客起点でなくてはならない。

顧客に価値を提供するタッチポイント
（セールス・サービスなど）の最も重要
な役割は、実は、顧客・消費者・社会に
最も近い存在として、その変化を捉え
て、エクスペリエンスを実現するための
企業変革のトリガーを引くことだと言う
こともできるのではないか。

社会変化にあわせ自社が提供すべき価値
を再定義した上で、顧客が抱える問題の
解決に向けて全社レベルでの変革を推進
することを、弊社ではエクスペリエンス
経営（BX; Business of Experience）と
呼び、タッチポイントにおけるCXの向
上や業務プロセスデジタル化（DX）と
は明確に区別している（図1）。

BXとは

BXとは、パーパス（存在意義）を核に
据え、顧客・消費者・社会を起点としな
がら、顧客タッチポイントに留まらない
全社ファンクションをアジリティを持ち
ながら変革することで、卓越した顧客体
験を提供する、それにより「ひと」が抱
える問題を解決することと定義する。

このような経営アプローチを採用する場
合、企業はそのあり方を大きく変更しな
ければならない。特に金融機関において
のその差分は小さくないと推察する。

財務的成果のみならず、社会的貢献でも
評価される企業ブランドを目指すため
は、マーケティング・営業、商品・サー
ビス、審査、データ、テクノロジー、人
材など多岐にわたる領域で変革が求めら
れる（図2）。複合的な取組みをパーパス・

顧客エクスペリエンスなどで背骨を通し
つつ統合的に推進することができる人間
は、企業においてはCEOただひとりであ
る。CEO自らのリーダーシップとコミッ
トメント、そして部門責任者に対する厚
いサポートが極めて重要となる。

BX実現に向けた要諦

BXの実現に向けて、経営者は大きく5つ
の論点を押さえなければならない。

パーパス起点での戦略

自社のパーパスに改めて立ち戻り、戦略
やビジネスモデルの再定義をすることが
重要となる。消費者の8割は、「企業
パーパス」はCXと同様に重要と答え、
YZ世代においては、約半数が企業の社
会的意義を重要と捉え、社会問題に対す
る言動によって企業のスイッチを検討し
たことがある。

*YZ世代：1980年ごろ以降に生まれた世代

真の顧客体験の実現（問題解決）

卓越したエクスペリエンスは、顧客が求
めることを正しく理解した上で、価値創
出することによって実現できる。顧客す
ら気付いていない実現したいこと、また
は顧客が無意識に諦めてしまっているこ
と、これらに向き合うことを常に起点と
して、あらゆる企業ファンクションの横
断的変革をリードできるリーダー・ガバ
ナンスも見逃せない要素となる。

アジリティある業務・システム

常に変化する時代において、構想したビ
ジネスの成否は顧客に問うより他に確認
するすべはない。さまざまなビジネスア
イディアはサービス化し、実証実験を通
じて見極められる。顧客に受け入れられ
るサービスは直ちにスケールさせなけれ
ばならい。この際に、重要となるのは
「失敗」を識別し撤退する勇気（これに

より、資源の再配賦が可能となる）と、
迅速なローンチに耐えうる業務・システ
ムを備えることである。レガシーな業
務・システムと決別するため、既存の制
約に囚われることなくゼロベースで新た
な基幹系システムを構築し、デジタルビ
ジネスを起ち上げる金融機関も登場して
いる。そうした金融機関の多くは、レガ
シーと新しい業務・システムを並存さ
せ、段階的シフトを進めることを目指す。

テクノロジー活用による変革余力創出と
スケーラビリティ

顧客価値の高い、新商品・サービスが
ローンチされ顧客がそれを選択する、こ
れにより企業投資は必然的にレガシーか
らシフトさせなければならない。変革余
力創出のため、レガシーは、AIを含むさ
まざまなテクノロジー活用により、徹底
的に効率化することが求められる。ま
た、変化のスピードが激しい中では、新

たに構築する業務・システムについて
も、小さく産んで大きく育てることが肝
要となるため、クラウド活用の議論も欠
かせない。銀行の勘定系がフルクラウド
基盤に構築される時代である。

CEOの責任

エクスペリエンス経営は、顧客接点を担
う部署に閉じる話では決してない。企業
のパーパスや、全社レベルでの業務・シ
ステムのあり方を問う営みである。

日本では、まだまだマーケティングやエ
クスペリエンスは狭義に語られがちであ
る。しかしながら、BXはCEOの仕事に
他ならないこと、重ねて申し上げたい。

本稿にて提唱するBXの考え方が、国内
金融機関各社が不確実な時代において自
社のあり方を考える端緒となれば幸いで
ある。
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高まるデジタル化のニーズ 

2018年、2020年に国内でアクセンチュ
アが実施したデジタル活用に関する顧客
アンケートでは、チャットや、ビデオ通
話を通じてリモートアドバイスを求める
ことに肯定的な顧客の割合は、

「保険金請求」では2018年31%→2020

年41%に増加、「最新の製品や商品に関
するアドバイス」で2018年29%→2020

年39%に増加

更に支社などオフィス内での手続きから
デジタル活用への変化を好意的に受け入
れる割合は

「保険金請求」では2018年79%→2020

年83%に増加、「最新の製品や商品に関
するアドバイス」では2020年79%→
2020年82%に増加

といずれもCOVID-19以前と比較して増
加しており、顧客はこれまで以上に、リ
モート、デジタル活用に好意的であるこ
とがわかる。

生命保険会社においても、前述した顧客
ニーズの変化を踏まえて、従来の営業職
員や代理店による対面を前提としたビジ
ネスモデルから、デジタル接点を活用し
た新たなビジネスモデルの確立を進めて
いるが、顧客のニーズを満たすサービス
は提供出来ておらず、デジタル手続の利
用率は期待する水準に達していない。

また、本社の事務オペレーションについ
ても、在宅での実施が求められるなど事
務環境にも変化が生じており、リモート
の前提となるデジタル化と同時に、規制
への過剰対応など経年で複雑化した事務
プロセスの抜本的な見直しと事務コスト
削減が課題視されている。

Web上での情報取得が容易になる中、こ
れまで受け身だった顧客が、自身で保険
を選択する動きも増えており、市場が求
める商品を短期・低コストで提供し、顧
客ニーズにマッチした商品を訴求するこ
とは、保険会社の競争力としてこれまで
以上に重要になる。

断片的なデジタル化施策

このような状況下で、生命保険会社が実
施している取組に目を向けると、フロン
トでは顧客専用ページの手続メニューの
追加や顧客向け帳票のペーパレス化、
バックエンドではRPA導入による現行事
務の部分的な機械化など断片的にデジタ
ル化施策を実施するケースも少なくない。

顧客専用ページは、各社、有効な登録者
数が契約者の10%～20%程度にとどま
り、登録者も限られた機会の中で専用
ページを利用する割合は低い。現状事務
プロセスに対するRPA導入についても、

事務の執り方が手続の種類や請求内容、
商品で分かれることから適用範囲が局所
的となり、適用後も事務画面改修などの
コストが生じ、期待効果が得られない場
合もある。

デジタル化が断片的になる要因として
は、契約管理システムを中心とする基幹
システムの複雑さにより、顧客接点での
基幹機能活用が容易でないことや、基幹
システムの構造が現状事務プロセスを前
提としており、改修時の影響がプロセス
変更の制約となっていることが考えられる。

生保基幹システムが抱える課題

レガシーを塩漬けにするという言葉が使
われるように、基幹システムは見直しの
対象外とされることが多いが、抜本的な
デジタル化を進めるにあたって、中心に
ある基幹システムを置き去りにした対応
は、各システムに負担をかけ、システム
構造の複雑化、開発コストの増加を招く
可能性があるため、十分な検討を実施し

たうえで対応を判断すべきである。特に
検討が必要と考える現状課題を述べる
（図表1）。

多角化するチャネルへの対応

顧客ニーズに応えるには、多角化する
チャネルに柔軟に適応し、これまで以上
に顧客に近い接点で基幹機能が利用出来
なければならないが、契約管理システム
の 多 く は 、 社 内 事 務 向 け に イ ン タ ー
フェースを構築しており、新しいチャネ
ルの追加時はチャネル側が基幹システム
の制約を受容するとともに、基幹システ
ム側でもチャネル差異を吸収するための
対応が必要となり複雑化が避けられない。

経年による肥大化・複雑化

フロントシステムが、クラウド基盤の活
用や、SaaS、AIなどのソリューション
利用で進化する一方、基幹システムはそ
の規模・複雑さから、これまで大きな進
化を遂げておらず、生産性は徐々に低下、

結果、ビジネスを圧迫する開発コスト、
商品展開のあしかせとなる開発スピード
が、競争力を失う要因となっている。

事務処理目線の機能構成

基幹システムの根幹である契約管理シス
テムは、契約単位の処理を前提に機能が
構成され、契約単位にデータを管理して
いる。このため、顧客や世帯単位の変化
に対し手続きを実施する場合にも、契約
単位で処理をすることとなり、手続きの
漏れや、重複手続きを生む構造となって
いる。今後、保険会社目線での手続きか
ら顧客目線での手続きに移行するにあ
たって、契約単位のみを前提としたシス
テム構造には対策が必要である。

将来の基幹システムへの要求

次に、ビジネスニーズの変化と基幹シス
テムの課題を踏まえ、将来、基幹システ
ムが備えるべきシステム機能・構造につ
いて考える（図表2）。

チャネル依存のない基幹サービスを活用
した本社事務の削減

保険会社が提供するチャネルだけでな
く、SNSなど顧客が利用するコミュニ
ケーションツールや、顧客に近い異業種
経由などで保険機能の提供が可能となる
よう、基幹機能をサービス化するなど、
チャネルに依存せず、顧客体験を踏まえ
て適所に機能配置可能なシステム構造を
検討すべきである。

本社事務で活用される基幹機能が、顧客
接点に提供されることで、顧客自身の手
続きでデジタル完結し、本社事務のない
オペレーションを実現できる。

アプリ構造改革による戦略商品展開

市場ニーズに対し、短期間かつ低コスト
での商品展開を実現するためには、シス
テムの複雑化・肥大化の原因となる、一
体化した業務処理と、商品性・計算機能

を分離し、既存ロジックの制約を受けず
柔軟に市場ニーズを反映した商品開発が
可能なアプリケーションアーキテクチャ
を検討すべきである。

商品ロジックなどによる複雑化・肥大化
が抑止されることで、ビジネスプロセス
変更の柔軟性が向上するとともに、短期
サイクル・低コストが前提の戦略的商品
の展開も容易になる。

契約単位手続きから顧客志向プロセスへ
の移行

従来の契約単位データの上位セグメント
として顧客や世帯情報を保持、顧客単位
の機能構成を実現することで、保険会社
目線で契約単位に保障や顧客属性を変更
するだけではなく、ライフイベントで生
じた変化に、顧客・世帯といった単位で
向き合い、顧客に必要な手続き・保障を
把握したうえで最適な対応をとることが
可能になる。

契約管理システム上で顧客単位データ管
理が実現されれば、顧客に提供する幅広
い商品と、顧客が利用する健康サービス
を紐づけ、保障と連動することで、より
パーソナライズされた保険を提供するこ
とも可能になる。

最後に

デジタル化によってビジネスモデルを変
革するには、顧客や募集人との接点の改
革だけでなく、基幹システムの構造にも
メスを入れ、変化に応えられる基盤を備
える必要がある。

基幹システムの整備には、新基盤の構築
や、デカップリングなど様々な手段があ
るが、弊社が国内・グローバルで培った
ナレッジを活用し、保険会社各社に貢献
できると幸いである。
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図表1  Business of Experienceの考え方
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企業にとって重要な論点となる。

「変化」に向き合う企業経営

消費者・社会変化の著しい不確実な時代
において、その変化に向き合い、勝ち残
るために、企業が意識すべきポイントに
ついて考察したい。

全ての企業において、顧客・消費者・社会
のみがプロフィットの源泉である。業務・

システムなどはアセットであると同時に
コストでもある。ゆえに全てのビジネス
は、必ず顧客起点でなくてはならない。

顧客に価値を提供するタッチポイント
（セールス・サービスなど）の最も重要
な役割は、実は、顧客・消費者・社会に
最も近い存在として、その変化を捉え
て、エクスペリエンスを実現するための
企業変革のトリガーを引くことだと言う
こともできるのではないか。

社会変化にあわせ自社が提供すべき価値
を再定義した上で、顧客が抱える問題の
解決に向けて全社レベルでの変革を推進
することを、弊社ではエクスペリエンス
経営（BX; Business of Experience）と
呼び、タッチポイントにおけるCXの向
上や業務プロセスデジタル化（DX）と
は明確に区別している（図1）。

BXとは

BXとは、パーパス（存在意義）を核に
据え、顧客・消費者・社会を起点としな
がら、顧客タッチポイントに留まらない
全社ファンクションをアジリティを持ち
ながら変革することで、卓越した顧客体
験を提供する、それにより「ひと」が抱
える問題を解決することと定義する。

このような経営アプローチを採用する場
合、企業はそのあり方を大きく変更しな
ければならない。特に金融機関において
のその差分は小さくないと推察する。

財務的成果のみならず、社会的貢献でも
評価される企業ブランドを目指すため
は、マーケティング・営業、商品・サー
ビス、審査、データ、テクノロジー、人
材など多岐にわたる領域で変革が求めら
れる（図2）。複合的な取組みをパーパス・

顧客エクスペリエンスなどで背骨を通し
つつ統合的に推進することができる人間
は、企業においてはCEOただひとりであ
る。CEO自らのリーダーシップとコミッ
トメント、そして部門責任者に対する厚
いサポートが極めて重要となる。

BX実現に向けた要諦

BXの実現に向けて、経営者は大きく5つ
の論点を押さえなければならない。

パーパス起点での戦略

自社のパーパスに改めて立ち戻り、戦略
やビジネスモデルの再定義をすることが
重要となる。消費者の8割は、「企業
パーパス」はCXと同様に重要と答え、
YZ世代においては、約半数が企業の社
会的意義を重要と捉え、社会問題に対す
る言動によって企業のスイッチを検討し
たことがある。

*YZ世代：1980年ごろ以降に生まれた世代

真の顧客体験の実現（問題解決）

卓越したエクスペリエンスは、顧客が求
めることを正しく理解した上で、価値創
出することによって実現できる。顧客す
ら気付いていない実現したいこと、また
は顧客が無意識に諦めてしまっているこ
と、これらに向き合うことを常に起点と
して、あらゆる企業ファンクションの横
断的変革をリードできるリーダー・ガバ
ナンスも見逃せない要素となる。

アジリティある業務・システム

常に変化する時代において、構想したビ
ジネスの成否は顧客に問うより他に確認
するすべはない。さまざまなビジネスア
イディアはサービス化し、実証実験を通
じて見極められる。顧客に受け入れられ
るサービスは直ちにスケールさせなけれ
ばならい。この際に、重要となるのは
「失敗」を識別し撤退する勇気（これに

より、資源の再配賦が可能となる）と、
迅速なローンチに耐えうる業務・システ
ムを備えることである。レガシーな業
務・システムと決別するため、既存の制
約に囚われることなくゼロベースで新た
な基幹系システムを構築し、デジタルビ
ジネスを起ち上げる金融機関も登場して
いる。そうした金融機関の多くは、レガ
シーと新しい業務・システムを並存さ
せ、段階的シフトを進めることを目指す。

テクノロジー活用による変革余力創出と
スケーラビリティ

顧客価値の高い、新商品・サービスが
ローンチされ顧客がそれを選択する、こ
れにより企業投資は必然的にレガシーか
らシフトさせなければならない。変革余
力創出のため、レガシーは、AIを含むさ
まざまなテクノロジー活用により、徹底
的に効率化することが求められる。ま
た、変化のスピードが激しい中では、新

たに構築する業務・システムについて
も、小さく産んで大きく育てることが肝
要となるため、クラウド活用の議論も欠
かせない。銀行の勘定系がフルクラウド
基盤に構築される時代である。

CEOの責任

エクスペリエンス経営は、顧客接点を担
う部署に閉じる話では決してない。企業
のパーパスや、全社レベルでの業務・シ
ステムのあり方を問う営みである。

日本では、まだまだマーケティングやエ
クスペリエンスは狭義に語られがちであ
る。しかしながら、BXはCEOの仕事に
他ならないこと、重ねて申し上げたい。

本稿にて提唱するBXの考え方が、国内
金融機関各社が不確実な時代において自
社のあり方を考える端緒となれば幸いで
ある。

BX : Business of ExperienceCX : Customer Experience
DX : Digital Transformation
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高まるデジタル化のニーズ 

2018年、2020年に国内でアクセンチュ
アが実施したデジタル活用に関する顧客
アンケートでは、チャットや、ビデオ通
話を通じてリモートアドバイスを求める
ことに肯定的な顧客の割合は、

「保険金請求」では2018年31%→2020

年41%に増加、「最新の製品や商品に関
するアドバイス」で2018年29%→2020

年39%に増加

更に支社などオフィス内での手続きから
デジタル活用への変化を好意的に受け入
れる割合は

「保険金請求」では2018年79%→2020

年83%に増加、「最新の製品や商品に関
するアドバイス」では2020年79%→
2020年82%に増加

といずれもCOVID-19以前と比較して増
加しており、顧客はこれまで以上に、リ
モート、デジタル活用に好意的であるこ
とがわかる。

生命保険会社においても、前述した顧客
ニーズの変化を踏まえて、従来の営業職
員や代理店による対面を前提としたビジ
ネスモデルから、デジタル接点を活用し
た新たなビジネスモデルの確立を進めて
いるが、顧客のニーズを満たすサービス
は提供出来ておらず、デジタル手続の利
用率は期待する水準に達していない。

また、本社の事務オペレーションについ
ても、在宅での実施が求められるなど事
務環境にも変化が生じており、リモート
の前提となるデジタル化と同時に、規制
への過剰対応など経年で複雑化した事務
プロセスの抜本的な見直しと事務コスト
削減が課題視されている。

Web上での情報取得が容易になる中、こ
れまで受け身だった顧客が、自身で保険
を選択する動きも増えており、市場が求
める商品を短期・低コストで提供し、顧
客ニーズにマッチした商品を訴求するこ
とは、保険会社の競争力としてこれまで
以上に重要になる。

断片的なデジタル化施策

このような状況下で、生命保険会社が実
施している取組に目を向けると、フロン
トでは顧客専用ページの手続メニューの
追加や顧客向け帳票のペーパレス化、
バックエンドではRPA導入による現行事
務の部分的な機械化など断片的にデジタ
ル化施策を実施するケースも少なくない。

顧客専用ページは、各社、有効な登録者
数が契約者の10%～20%程度にとどま
り、登録者も限られた機会の中で専用
ページを利用する割合は低い。現状事務
プロセスに対するRPA導入についても、

事務の執り方が手続の種類や請求内容、
商品で分かれることから適用範囲が局所
的となり、適用後も事務画面改修などの
コストが生じ、期待効果が得られない場
合もある。

デジタル化が断片的になる要因として
は、契約管理システムを中心とする基幹
システムの複雑さにより、顧客接点での
基幹機能活用が容易でないことや、基幹
システムの構造が現状事務プロセスを前
提としており、改修時の影響がプロセス
変更の制約となっていることが考えられる。

生保基幹システムが抱える課題

レガシーを塩漬けにするという言葉が使
われるように、基幹システムは見直しの
対象外とされることが多いが、抜本的な
デジタル化を進めるにあたって、中心に
ある基幹システムを置き去りにした対応
は、各システムに負担をかけ、システム
構造の複雑化、開発コストの増加を招く
可能性があるため、十分な検討を実施し

たうえで対応を判断すべきである。特に
検討が必要と考える現状課題を述べる
（図表1）。

多角化するチャネルへの対応

顧客ニーズに応えるには、多角化する
チャネルに柔軟に適応し、これまで以上
に顧客に近い接点で基幹機能が利用出来
なければならないが、契約管理システム
の 多 く は 、 社 内 事 務 向 け に イ ン タ ー
フェースを構築しており、新しいチャネ
ルの追加時はチャネル側が基幹システム
の制約を受容するとともに、基幹システ
ム側でもチャネル差異を吸収するための
対応が必要となり複雑化が避けられない。

経年による肥大化・複雑化

フロントシステムが、クラウド基盤の活
用や、SaaS、AIなどのソリューション
利用で進化する一方、基幹システムはそ
の規模・複雑さから、これまで大きな進
化を遂げておらず、生産性は徐々に低下、

結果、ビジネスを圧迫する開発コスト、
商品展開のあしかせとなる開発スピード
が、競争力を失う要因となっている。

事務処理目線の機能構成

基幹システムの根幹である契約管理シス
テムは、契約単位の処理を前提に機能が
構成され、契約単位にデータを管理して
いる。このため、顧客や世帯単位の変化
に対し手続きを実施する場合にも、契約
単位で処理をすることとなり、手続きの
漏れや、重複手続きを生む構造となって
いる。今後、保険会社目線での手続きか
ら顧客目線での手続きに移行するにあ
たって、契約単位のみを前提としたシス
テム構造には対策が必要である。

将来の基幹システムへの要求

次に、ビジネスニーズの変化と基幹シス
テムの課題を踏まえ、将来、基幹システ
ムが備えるべきシステム機能・構造につ
いて考える（図表2）。

チャネル依存のない基幹サービスを活用
した本社事務の削減

保険会社が提供するチャネルだけでな
く、SNSなど顧客が利用するコミュニ
ケーションツールや、顧客に近い異業種
経由などで保険機能の提供が可能となる
よう、基幹機能をサービス化するなど、
チャネルに依存せず、顧客体験を踏まえ
て適所に機能配置可能なシステム構造を
検討すべきである。

本社事務で活用される基幹機能が、顧客
接点に提供されることで、顧客自身の手
続きでデジタル完結し、本社事務のない
オペレーションを実現できる。

アプリ構造改革による戦略商品展開

市場ニーズに対し、短期間かつ低コスト
での商品展開を実現するためには、シス
テムの複雑化・肥大化の原因となる、一
体化した業務処理と、商品性・計算機能

を分離し、既存ロジックの制約を受けず
柔軟に市場ニーズを反映した商品開発が
可能なアプリケーションアーキテクチャ
を検討すべきである。

商品ロジックなどによる複雑化・肥大化
が抑止されることで、ビジネスプロセス
変更の柔軟性が向上するとともに、短期
サイクル・低コストが前提の戦略的商品
の展開も容易になる。

契約単位手続きから顧客志向プロセスへ
の移行

従来の契約単位データの上位セグメント
として顧客や世帯情報を保持、顧客単位
の機能構成を実現することで、保険会社
目線で契約単位に保障や顧客属性を変更
するだけではなく、ライフイベントで生
じた変化に、顧客・世帯といった単位で
向き合い、顧客に必要な手続き・保障を
把握したうえで最適な対応をとることが
可能になる。

契約管理システム上で顧客単位データ管
理が実現されれば、顧客に提供する幅広
い商品と、顧客が利用する健康サービス
を紐づけ、保障と連動することで、より
パーソナライズされた保険を提供するこ
とも可能になる。

最後に

デジタル化によってビジネスモデルを変
革するには、顧客や募集人との接点の改
革だけでなく、基幹システムの構造にも
メスを入れ、変化に応えられる基盤を備
える必要がある。

基幹システムの整備には、新基盤の構築
や、デカップリングなど様々な手段があ
るが、弊社が国内・グローバルで培った
ナレッジを活用し、保険会社各社に貢献
できると幸いである。
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図表2  BX志向の金融機関に求められる変革

アップデートされる社会システム

新型コロナウィルス（COVID-19）の流
行は、消費者・社会システム変化の時計
の針を大きく進めた。以下に、主な変容
について簡単に触れたい。

デジタル化の一層の加速

まず、チャネルやタッチポイントのデジ
タル化と、それによる顧客体験（CX; 

Customer Experience）向上が大きく進
展した。加えて、企業がこれまでに推進
してきた業務プロセスデジタル化（DX; 

Digital Transformation）も、エントリー
業務の変化によって、より一層に加速す
ることが想定される。一方、全ての企業
がある意味で強制的にCX/DXに取組んだ
結果として、似通った顧客タッチポイン
トが飽和する中では、それだけで自らを
差別化できなくなりつつあるのもまた事
実である。企業には次の一手が必要な
のだ。

規制緩和の進展

これまで、場合によっては既得権益に守
られていた領域においてもリモート・デ
ジタル化に向けた規制緩和は進むものと
考える。金融業界においても、保険と医
療の領域での新たな機会に注視すべきで
あり、また、現物書類を前提とした業務
プロセスを見直す時機とも言える。

業界・バリューチェーンの融合

デジタル化・規制緩和の進展により、
異業種からの金融業参入、金融機関に
よる異業種との連携は今後も続く。銀行
業 に お け るA P I の オ ー プ ン 化 、B a a S

（Banking as a Service）提供、顧客接
点を持つ企業タッチポイントに組み込ま
れる保険（Embedded Insurance）など
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金融機関が「機能」ではなく、「体験」
「価値」を提供するエコシステムの一員
になりつつあることを意味する。

求められる持続的成長

温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）
やCOVID-19などの人類としての課題・
危機に直面していること、従来のCX/DX

を越える企業としての社会的意義問い直
しの気運が高まっていることなどを受
け、気候変動をはじめ「持続的な成長」
を新たなフロンティアとした、国家主導
で巨額の投資を伴う主導権争いが始まっ
ている。これまで不経済であった領域に
資本が動く以上、金融機関を含む全ての
企業にとって重要な論点となる。

「変化」に向き合う企業経営

消費者・社会変化の著しい不確実な時代
において、その変化に向き合い、勝ち残
るために、企業が意識すべきポイントに
ついて考察したい。

全ての企業において、顧客・消費者・社会
のみがプロフィットの源泉である。業務・

システムなどはアセットであると同時に
コストでもある。ゆえに全てのビジネス
は、必ず顧客起点でなくてはならない。

顧客に価値を提供するタッチポイント
（セールス・サービスなど）の最も重要
な役割は、実は、顧客・消費者・社会に
最も近い存在として、その変化を捉え
て、エクスペリエンスを実現するための
企業変革のトリガーを引くことだと言う
こともできるのではないか。

社会変化にあわせ自社が提供すべき価値
を再定義した上で、顧客が抱える問題の
解決に向けて全社レベルでの変革を推進
することを、弊社ではエクスペリエンス
経営（BX; Business of Experience）と
呼び、タッチポイントにおけるCXの向
上や業務プロセスデジタル化（DX）と
は明確に区別している（図1）。

BXとは

BXとは、パーパス（存在意義）を核に
据え、顧客・消費者・社会を起点としな
がら、顧客タッチポイントに留まらない
全社ファンクションをアジリティを持ち
ながら変革することで、卓越した顧客体
験を提供する、それにより「ひと」が抱
える問題を解決することと定義する。

このような経営アプローチを採用する場
合、企業はそのあり方を大きく変更しな
ければならない。特に金融機関において
のその差分は小さくないと推察する。

財務的成果のみならず、社会的貢献でも
評価される企業ブランドを目指すため
は、マーケティング・営業、商品・サー
ビス、審査、データ、テクノロジー、人
材など多岐にわたる領域で変革が求めら
れる（図2）。複合的な取組みをパーパス・

顧客エクスペリエンスなどで背骨を通し
つつ統合的に推進することができる人間
は、企業においてはCEOただひとりであ
る。CEO自らのリーダーシップとコミッ
トメント、そして部門責任者に対する厚
いサポートが極めて重要となる。

BX実現に向けた要諦

BXの実現に向けて、経営者は大きく5つ
の論点を押さえなければならない。

パーパス起点での戦略

自社のパーパスに改めて立ち戻り、戦略
やビジネスモデルの再定義をすることが
重要となる。消費者の8割は、「企業
パーパス」はCXと同様に重要と答え、
YZ世代においては、約半数が企業の社
会的意義を重要と捉え、社会問題に対す
る言動によって企業のスイッチを検討し
たことがある。

*YZ世代：1980年ごろ以降に生まれた世代

真の顧客体験の実現（問題解決）

卓越したエクスペリエンスは、顧客が求
めることを正しく理解した上で、価値創
出することによって実現できる。顧客す
ら気付いていない実現したいこと、また
は顧客が無意識に諦めてしまっているこ
と、これらに向き合うことを常に起点と
して、あらゆる企業ファンクションの横
断的変革をリードできるリーダー・ガバ
ナンスも見逃せない要素となる。

アジリティある業務・システム

常に変化する時代において、構想したビ
ジネスの成否は顧客に問うより他に確認
するすべはない。さまざまなビジネスア
イディアはサービス化し、実証実験を通
じて見極められる。顧客に受け入れられ
るサービスは直ちにスケールさせなけれ
ばならい。この際に、重要となるのは
「失敗」を識別し撤退する勇気（これに

より、資源の再配賦が可能となる）と、
迅速なローンチに耐えうる業務・システ
ムを備えることである。レガシーな業
務・システムと決別するため、既存の制
約に囚われることなくゼロベースで新た
な基幹系システムを構築し、デジタルビ
ジネスを起ち上げる金融機関も登場して
いる。そうした金融機関の多くは、レガ
シーと新しい業務・システムを並存さ
せ、段階的シフトを進めることを目指す。

テクノロジー活用による変革余力創出と
スケーラビリティ

顧客価値の高い、新商品・サービスが
ローンチされ顧客がそれを選択する、こ
れにより企業投資は必然的にレガシーか
らシフトさせなければならない。変革余
力創出のため、レガシーは、AIを含むさ
まざまなテクノロジー活用により、徹底
的に効率化することが求められる。ま
た、変化のスピードが激しい中では、新

たに構築する業務・システムについて
も、小さく産んで大きく育てることが肝
要となるため、クラウド活用の議論も欠
かせない。銀行の勘定系がフルクラウド
基盤に構築される時代である。

CEOの責任

エクスペリエンス経営は、顧客接点を担
う部署に閉じる話では決してない。企業
のパーパスや、全社レベルでの業務・シ
ステムのあり方を問う営みである。

日本では、まだまだマーケティングやエ
クスペリエンスは狭義に語られがちであ
る。しかしながら、BXはCEOの仕事に
他ならないこと、重ねて申し上げたい。

本稿にて提唱するBXの考え方が、国内
金融機関各社が不確実な時代において自
社のあり方を考える端緒となれば幸いで
ある。

従来の金融機関 BX志向の金融機関

財務的成果によって評価 企業ブランド

商品・サービス

審査

データ

財務的成果最大化をターゲットに指揮

顧客に自社が提供する
商品・サービスをを欲しいと思わせる

自社の強みを活かした商品・サービスを作る

顧客の信用を見極める

ビジネスを執行するためのデータ処理

綿密な構想をベースに入念に作り込み

財務的成果だけでなく、社会的貢献によって評価

顧客が欲しいと思う商品・サービスをつくる

顧客の利用シーンに商品・
サービス継続的に適応させる

顧客の信用をともに創造する

顧客を理解し寄り添うための大規模データ活用

変化する市場を前提として小さく産んで大きく育てる

ブランドパーパス・エクスペリエンスを軸に指揮

年度目標達成に向けてビジネスをRun 中長期的ななりたい姿を目指して
短サイクルでビジネスをChange

CEO

マーケティング・
営業

テクノロジー
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